































Creation of industry and employment based upon regional potentiality:
A case study of Ota City, Tokyo
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学の新設・増設などを制限していた。共に 2002 年 7 月に廃止された。
・工業再配置促進法とは、工業が集積した地域（移転促進地域）から集積が低い地域（誘導地域）に工場を移転・新設する場合、事業者に
補助金等の支援措置を実施するもので、1972 年に制定、2006 年に廃止された。
・工場立地法とは、特定工場（敷地面積が 9,000m2 以上、または建築物の建築面積の合計が 3,000m2 以上の中・大規模工場）を新設・増設す
る場合、生産施設に面積制限を課し、一定規模の緑地、環境施設の確保を義務づけるもので、1973 年に制定、現在も存続している。
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　1997 年 2 月に制定された地域雇用開発等促進法 6）を












出所：『大田区の産業に関する実態調査（報告書）』　2007 年 12 月　大田区
5）	 1993 年に「大田区産業ビジョン」で討議された内容は、『大田区産業ビジョン―大田区産業「ＯＴＡ」戦略―報告書』（1995　大田区）に掲載
されているが、討議内容に記載されている「若年労働力不足」は、大田区内での問題であり、実際に 1993 年の日本の若年失業率は 2.5％（総
務省　労働力調査）であり、高い数字とは言えない。
6）	同法制定以前は、特定不況業種・特定不況地域法と雇用保険法などで地域雇用対策の指定地域が重複するなど、地域雇用対策の施策は体系





















　この流れを受け、大田区・品川区は、1998 年 2 月に
「地域人材育成総合プロジェクト事業対象地域」に指定
















2000 年度から 2002 年度まで実施し、延べ参加学生数
























　2001 年 3 月、『大田区長期基本計画　おおたプラン
















































7）	 2008 年 5 月 23 日　山田伸顯氏へのヒアリング調査に基づく。
8）	タイ東部チョンブリ県のアマタ・ナコーン工業団地内に 2006 年 6 月 26 日に完成。オープニングセレモニーには、前大田区長・西野善雄氏
をはじめ、タイからは、スリヤ前副首相兼工業相、アマタグループヴィクロムCEO（最高経営責任者）らとともに筆者も出席。
9）	 http://www.ooq-net.jp/index.html（2009 年 11 月 15 日確認）。
	 区内中小製造業 105 社が「大田ブランド」に登録。筆者も 2007 年 4 月より大田ブランド推進委員として検討委員会に参加している。
10）	 1995 年に「大田区産業ビジョン」策定以来 12 年が経過し、大田区内工場の減少、後継者や技術・技能継承の問題や商店街における空き店
舗の増加など、区の産業を取り巻く情勢は大きく変化した。これらに対応することを目的とした。筆者も大田区産業振興基本戦略検討委員会
として、2008 年 1 月～ 12 月まで基本戦略策定に関わった。
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図表４　大田区長期基本計画「おおたプラン 2015」における中小製造業向け施策
出所：『大田区長期基本計画「おおたプラン 2015」』パンフレットより抜粋　2001 年 3 月
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出所：『大田区産業振興基本戦略検討委員会報告書』（平成 20 年 12 月）
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　 項　　目 金　　額 　 項　　目 金　　額
1 工場アパート等の整備 61,383 1 自主企画展示 34,055
2 新製品・新技術開発支援事業 26,887 2 受・発注相談 13,944
3 区内産業のＩＴ活用支援事業 18,486 3 国内見本市への出展支援 13,388
4 産業団体経営・技術指導講習会等補助 8,197 4 海外取引相談＊2 11,782
5 外国人技術研修生受入団体助成 4,040 5 海外見本市への出展支援 8,615
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２００２（H.14）年度実績　　（単位：千円） ２００２（H.14）年度実績　　（単位：千円）
　 項　　目 金　　額 　 項　　目 金　　額
1 創業支援施設 <BIC あさひ > の建設 148,382 1 自主企画展示 30,532
2 工場アパート等の整備 61,406 2 受・発注相談 11,971
3 新製品・新技術開発支援事業 30,186 3 国内見本市への出展支援 15,546
4 製造業関連事業の企業調査＊1 8,197 4 中小企業情報化支援 8,897
5 産業団体経営・技術指導講習会等補助 7,804 5 海外取引相談＊2 7,022
２００３（H.15）年度実績　　（単位：千円） ２００３（H.15）年度実績　　（単位：千円）
　 項　　目 金　　額 　 項　　目 金　　額
1 工場アパート等の整備 61,406 1 自主企画展示 34,346
2 新製品・新技術開発支援事業 28,142 2 国内見本市への出展支援 14,664
3 創業支援施設 <BIC あさひ > の整備 26,512 3 受・発注相談 11,706
4 大田区産業支援策調査＊1 8,197 4 海外取引相談＊2 9,947
5 産業団体経営・技術指導講習会等補助 7,804 5 創業支援施設利用者支援 8,021
２００４（H.16）年度実績　　（単位：千円） ２００４（H.16）年度実績　　（単位：千円）
　 項　　目 金　　額 　 項　　目 金　　額
1 工場アパート等の整備 65,725 1 自主企画展示 35,505
2 新製品・新技術開発支援事業 27,399 2 国内見本市への出展支援 14,406
3 創業支援施設 <BIC あさひ > の整備 22,970 3 海外取引相談＊2 14,013
4 大田区臨海部産業動向調査＊1 6,710 4 受・発注相談 13,226
5 産業団体経営・技術指導講習会等補助 6,542 5 新産業・新市場開拓事業 10,220
２００５（H.17）年度実績　　（単位：千円） ２００５（H.17）年度実績　　（単位：千円）
　 項　　目 金　　額 　 項　　目 金　　額
1 工場アパート等の整備 106,283 1 自主企画展示 32,298
2 新製品・新技術開発支援事業 34,100 2 国内見本市への出展支援 18,010
3 創業支援施設 <BIC あさひ > の整備 21,734 3 受・発注相談 17,652
4 産業団体経営・技術指導講習会等補助 8,108 4 海外取引相談＊2 14,051
5 産業団体実地研修会助成 3,173 5 海外見本市への出展支援 10,220
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２００６（H.18）年度実績　　（単位：千円） ２００６（H.18）年度実績　　（単位：千円）
　 項　　目 金　　額 　 項　　目 金　　額
1 工場アパート等の整備 56,828 1 自主企画展示 31,808
2 創業支援施設 <BIC あさひ > の整備 34,474 2 国内見本市への出展支援 22,690
3 新製品・新技術開発支援事業 31,026 3 受・発注相談 17,386
4 産業団体経営・技術指導講習会等補助 8,891 4 海外見本市への出展支援 11,662
5 産業団体実地研修会助成 3,453 5 海外取引相談＊2 10,887
２００７（H.19）年度実績　　（単位：千円） ２００７（H.19）年度実績　　（単位：千円）
　 項　　目 金　　額 　 項　　目 金　　額
1 工場アパート等の整備＊3 45,646 1 自主企画展示 32,000
2 創業支援施設＜ＢＩＣあさひ＞の整備 28,726 2 国内見本市への出展支援 20,701
3 新製品・新技術開発支援事業 24,240 3 受・発注相談 17,568
4 産業団体経営・技術指導講習会等補助 8,615 4 若者と中小企業とのネットワーク構築事業＊4 15,830
5 産業連携支援施設＊3 4,984 5 海外取引相談 10,982
２００８（H.20）年度実績　　（単位：千円） ２００８（H.20）年度実績　　（単位：千円）
　 項　　目 金　　額 　 項　　目 金　　額
1 工業用地再開発支援 666,081 1 自主企画展示 30,069
2 工場アパート等の整備＊3 88,202 2 国内見本市への出展支援 23,072
3 創業支援施設＜ＢＩＣあさひ＞の整備 40,908 3 受・発注相談 22,369
4 新製品・新技術開発支援事業 21,860 4 海外取引相談 11,003
5 産業連携支援施設＊3 17,716 5 海外見本市への出展支援 10,685
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図表７　大田区の産業政策を担当する自治体の体制
（2009 年 4 月 1 日現在）





















































































































































出所：羽田空港ターミナル　電車・モノレール路線図ホームページ（2009 年 11 月 7 日確認）
　　　http://www.tokyo-airport-bldg.co.jp/access/train/route_map.html
11）	 国土交通省「第 50 回羽田空港移転問題協議会の開催結果について」　2009 年 3 月 27 日発表資料。
12）	 2008 年 5 月 8 日　鈴木正昭教授へのヒアリング調査に基づく。
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た（資本金 1億 5000 万円）。筆頭株主は大田区（出資率
18％）であり、富士通（17％）、NTT東日本（17％）な












出所：「第 3章　地域経済と活性化　２中小企業の産官学連携の状況」『中小企業白書』2008 年版　中小企業庁　Ｐ 198 より作図
13）	 大田区の異業種交流会約 100 社が母体となる。http://www.madein-ota.jp/（2009 年 11 月 7 日確認）
14）	 2009 年 2 月 10 日　寺田次朗氏ヒアリング調査に基づく。
15）	 1999 年 12 月 20 日、宮城県仙台市宮城県労働福祉会館で開催された、株式会社オーネット	代表取締役社長	千田泰弘氏の講演「中小企業の
インターネット活用戦略」の講演録ほかに基づく。
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16）	 http://www.ota-tech.net/　財団法人大田区産業振興協会が運営（2009 年 11 月 17 日確認）。
17）	 産業考古学とは、主として近代以降の産業遺産、すなわち産業の発展を示す遺構などを研究する学問である。イギリスでは 1950 年代にイ
ギリス産業考古学会（Industrial	Archaeology	Society）が生まれ、国際的には 1973 年に国際産業遺産保存委員会（TICCIH）が成立し、日本
でも 1977 年（昭和 52 年）、産業考古学会が生まれた。
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　今後は、地域固有の資源の魅力を十分認識して活用
し、成長産業を育てていき、雇用創出をしていく戦略が
求められる。そのためには、地域で雇用創出をコーディ
ネートしていくキーパーソンの育成もまた、重要な課題
の一つである。
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